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株主各位

証券コード 6663

（発送日）2024年２月22日

（電子提供措置開始日）2024年２月20日

株 主 各 位
和歌山県和歌山市有本６６１番地

（旧商号：太洋工業株式会社）

代表取締役社長 細 江 美 則

第63期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

さて、当社第63期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申

しあげます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提

供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各

ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスの

上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

【当社ウェブサイト】
https://www.taiyo-tx.com/ir/event/shareholders.html

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「太

洋テクノレックス」又は「コード」に当社証券コード「6663」を入力・検索

し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にあ

る「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）
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株主各位

１．日 時 2024年３月15日（金曜日）午前10時

２．場 所 和歌山県和歌山市友田町五丁目18番地

ホテルグランヴィア和歌山　６階　ル・グラン

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．会議の目的事項

報 告 事 項 １．第63期（2022年12月21日から2023年12月20日まで）

事業報告及び連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監

査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第63期（2022年12月21日から2023年12月20日まで）

計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役５名選任の件

なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま

すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、本招集ご通知とあ

わせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2024

年３月14日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご返送いただきたく、お

願い申しあげます。

敬　具

記

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）

(1）議決権行使書面において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成

の意思表示をされたものとしてお取り扱いいたします。

(2）代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１

名を代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明す

る書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

(3）議決権の不統一行使をされる場合は、株主総会の日の３日前までに議決権

の不統一行使を行う旨とその理由を書面により当社にご通知ください。

以　上
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株主各位

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行
使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサ
イトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあ
わせてお送りいたしますが、当該書面は、法令及び当社定款第15条第２項の規
定に基づき、次に掲げる事項を除いております。なお、本株主総会におきまし
ては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から
次に掲げる事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。
①　事業報告の「業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要」
②　連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
③　計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」
従いまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類
は、会計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査
をした対象書類の一部であります。

◎株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理
解くださいますようお願い申しあげます。
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当連結会計年度の事業の状況、財産及び損益の状況の推移

（2022年12月21日から
2023年12月20日まで）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況

(1）当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国の経済状況は、世界的な金融引締めによ

る海外景気の下振れや中東情勢の緊迫、中国経済の先行きの不透明感に加

えて、物価上昇による影響が景気を下押しする懸念はあったものの、雇用

情勢及び所得環境が改善したことや円安を背景としたインバウンド需要の

回復により、引き続き緩やかな回復基調で推移いたしました。

当社グループが属する電子基板業界は、電子部品の供給制約の緩和によ

りＥＶや先進運転支援システムを中心とした自動車向け製品の需要は堅調

を維持したものの、需要軟化によるスマートフォンやパソコン等の在庫調

整が長期化したこと及びデータセンター向けや産業機器向けの製品の需要

が低迷したことにより、低調に推移いたしました。

このような経済環境の下、テストシステム事業及び鏡面研磨機事業にお

いて販売は増加したものの、電子基板事業及び産機システム事業において

販売が減少したことから、売上高は減少いたしました。

これらの結果、連結売上高は3,411百万円（前年同期比5.9％減）と、前

連結会計年度に比べ214百万円の減収となりました。

損益については、鏡面研磨機事業において売上高が増加したこと並びに

テストシステム事業及び産機システム事業の売上総利益率が上昇したこと

に伴う影響はあったものの、電子基板事業の売上高が減少したこと並びに

販売費及び一般管理費が増加したことに伴う影響により営業損失141百万

円（前年同期は27百万円の営業損失）、経常損失108百万円（同45百万円

の経常利益）、親会社株主に帰属する当期純損失126百万円（同39百万円

の親会社株主に帰属する当期純利益）となりました。
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当連結会計年度の事業の状況、財産及び損益の状況の推移

事 業 区 分

第　　62　　期
（2022年12月期）

第　　63　　期
（2023年12月期）

前年同期比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

電 子 基 板 事 業 2,663,613 73.5 2,419,375 70.9 △244,238 △9.2

テストシステム事業 395,498 10.9 420,753 12.4 25,255 6.4

鏡 面 研 磨 機 事 業 317,977 8.8 396,719 11.6 78,741 24.8

産機システム事業 248,428 6.8 174,617 5.1 △73,811 △29.7

合 計 3,625,517 100.0 3,411,465 100.0 △214,052 △5.9

セグメントごとの売上状況は、次のとおりであります。

＜電子基板事業＞

産業用タッチパネル等の需要が引き続き堅調に推移したことによりデ

ィスプレイメーカー向けの販売は増加したものの、民生品の在庫調整が

長引いている影響等によりその他セットメーカー向けの販売、及び高機

能品ＦＰＣ案件の減少により医療機器メーカー向けの販売が減少したこ

とから、売上高は減少いたしました。

その結果、売上高2,419百万円（前年同期比9.2％減）となりました。

＜テストシステム事業＞

国内外の電子基板メーカー各社におけるスマートフォン向け等のＦＰ

Ｃの生産活動が停滞し、外観検査機の販売は減少したものの、リジット

板及びパッケージ基板向け検査機の販売、並びに改造案件が増加したこ

とから、売上高は増加いたしました。

その結果、売上高420百万円（前年同期比6.4％増）となりました。

＜鏡面研磨機事業＞

リチウムイオン電池用フィルム加工向け等の研磨機や研磨に使用する

消耗品の販売及び機械の修理・メンテナンスの受注増により販売が増加

したことから、売上高は増加いたしました。

その結果、売上高396百万円（前年同期比24.8％増）となりました。
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当連結会計年度の事業の状況、財産及び損益の状況の推移

＜産機システム事業＞

大型パッケージ基板の自動検査ライン及びローダー・アンローダー装

置等のロボット案件は販売できたものの、仕入販売商品及び検査システ

ム事業における各種検査システムの販売が低迷したことから、売上高は

減少いたしました。

その結果、売上高174百万円（前年同期比29.7％減）となりました。

②　設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の

総額は206百万円で、その主なものは次のとおりであります。

イ．当連結会計年度中に完成した主要設備

電子基板事業　当社本社工場　全自動銅めっきラインの更新

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

電子基板事業　当社本社工場　直接描画露光装置の更新

③　資金調達の状況

当連結会計年度において増資や社債発行による資金調達は行っておりま

せん。

区　　分
第　60　期

（2020年12月期）
第　61　期

（2021年12月期）
第　62　期

（2022年12月期）
第　63　期

（2023年12月期）

売 上 高(千円) 3,175,189 3,917,940 3,625,517 3,411,465

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ）

(千円) △314,244 253,646 45,710 △108,076

親会社株主に帰属する当期
純利益又は親会社株主に
帰属する当期純損失（△）

(千円) △630,016 241,185 39,764 △126,536

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) △106.83 40.84 6.70 △21.28

総 資 産(千円) 4,428,391 4,832,959 4,794,236 4,577,917

純 資 産(千円) 2,401,860 2,617,654 2,667,125 2,539,238

１株当たり純資産額 (円) 400.69 438.04 443.77 421.94

(2）財産及び損益の状況の推移

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第

62期の期首から適用しており、第62期以降に係る各数値については、当該会計基準

等を適用した後の数値となっております。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主 要 な 事 業 内 容

株式会社ミラック 20,000千円 100.0％ 鏡面研磨機の製造

TA I Y O  T E C H N O L E X
(THAILAND)CO.,LTD.

2,000千バーツ 49.0％
当社が製造する製品の販売及び
サービス・サポート

太友（上海）貿易
有 限 公 司

50,000千円 100.0％
当社が製造する製品の販売及び
サービス・サポート

(3）重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

(4）対処すべき課題

当社グループは、当連結会計年度において営業損失となり、当社グループ

を取り巻く市場環境が依然として厳しい状況にある中、中長期的な企業価値

向上のために、以下の課題に対する諸施策を講じることで、サステナビリテ

ィ経営を推進してまいります。

①　電子基板事業の持続的成長

コア事業である電子基板事業においては、高密度配線板の製造に適した

新工法及びそれに対応する設備の導入等により、引き続き高難度品の受注

獲得に注力するとともに、医療機器及び産業機器等の成長分野におけるシ

ェア拡大により、小中ロット量産案件の受注を伸ばしてまいります。ま

た、高難度試作案件と小中ロット量産案件の生産に対応できる当社の強み

を活かし他社との差別化を図るとともに、生産効率のさらなる向上及び製

造プロセスの見直しによる歩留り向上により、量産案件の品質の安定と原

価を低減することで安定的に収益を確保し持続的な成長を図ってまいりま

す。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

②　テストシステム事業の市場開拓・販路拡大

テストシステム事業においては、ＥＶ分野等で需要の増加が見込まれる

パワー半導体向けセラミックス基板の最終外観検査において、ＡＩ（人工

知能）技術を活用した欠陥検出能力の強化に取り組んでおります。セラミ

ックス基板市場に対する情勢の回復を足掛かりに、目視検査が主流であっ

たセラミックス基板を対象とした各種欠陥の検出に秀でた外観検査機を上

市し、新たな市場や販路拡大を開拓してまいります。また、通電検査機に

おいて、アライメント機能強化によるコンタクト精度及び検査速度の向上

等の性能改善に取り組み、検査機市場における優位性を高めることを目指

してまいります。これらの取り組みにより、商社や販売代理店との連携に

よる販売活動を強化し、受注の獲得に注力いたします。

③　持続的成長に向けたサステナビリティ経営の推進

当社は、事業活動を通じ環境や社会課題を解決することが企業における

持続的な成長と価値の向上に繋がるとの考えに基づき、環境や社会を豊か

にするためのサステナビリティにおけるマテリアリティ（重要課題）への

取り組みを重要な経営施策のひとつとして位置づけております。

脱炭素化社会の実現に向けての取り組みにおいては、環境への影響を最

小にする製造設備の導入やＧＨＧ（温室効果ガス）排出量の測定及び管理

を行うことにより、地球環境や地域社会との調和を図ってまいります。ま

た、人材育成や女性をはじめとする多様な人材が働きがいを持って活躍で

きる環境づくりに取り組むことで、新たな価値観の創出や社会に貢献でき

る人材の育成及び確保に努めます。さらに、コーポレート・ガバナンスの

充実及び内部統制システムの円滑な運用を重要な経営課題と捉え、ガバナ

ンス体制を強化することで収益力の回復と企業力の成長を目指してまいり

ます。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますよ

うお願い申しあげます。
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場

事 業 区 分 主　 要 　製 　品

電 子 基 板 事 業 ＦＰＣ、エレクトロフォーミング加工品

テストシステム事業 通電検査機、外観検査機

鏡 面 研 磨 機 事 業 円筒鏡面研磨機

産機システム事業 産業機械、視覚検査装置、画像処理装置

(5）主要な事業内容（2023年12月20日現在）

当社グループは、電子基板、基板検査機、鏡面研磨機並びに産業機械等の

製造及び販売を主たる業務としております。

セグメント別の主要製品は次のとおりであります。

本 社 工 場 和歌山県和歌山市

東 京 事 業 所 東京都千代田区

九 州 事 業 所 大分県国東市

株 式 会 社 ミ ラ ッ ク 和歌山県和歌山市

TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD. タイ王国バンコク市

太 友 （ 上 海 ） 貿 易 有 限 公 司 中華人民共和国上海市

(6）主要な営業所及び工場（2023年12月20日現在）

①　当社の主要な事業所

②　子会社の主要な事業所
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使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

電 子 基 板 事 業 129名 （減）2名

テストシステム事業 44名 （減）5名

鏡 面 研 磨 機 事 業 18名 増減なし

産機システム事業 11名 （減）1名

全 社 （ 共 通 ） 26名 （増）2名

合 計 228名 （減）6名

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

197名 （減）5名 45.1歳 18.5年

(7）使用人の状況（2023年12月20日現在）

①　企業集団の使用人の状況

（注）上記使用人数は、就業人員数（嘱託を含む。）を表示しており、使用人兼務取締

役及びパートタイマーを含んでおりません。

②　当社の使用人の状況

（注）１．上記使用人数は、就業人員数（嘱託を含む。）を表示しており、使用人兼務

取締役、当社から社外への出向者及びパートタイマーを含んでおりません。

２．平均年齢及び平均勤続年数は、就業人員より嘱託を除いて算出しておりま

す。

－ 10 －
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主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 230,082千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 145,890千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 101,206千円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100,873千円

株 式 会 社 南 都 銀 行 90,024千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 46,632千円

株 式 会 社 京 都 銀 行 39,206千円

(8）主要な借入先の状況（2023年12月20日現在）

(9）その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社は、2023年12月21日に、商号を太洋テクノレックス株式会社に変更い

たしました。

－ 11 －
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株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況、会計監査人の状況

①　発行可能株式総数 23,280,000株

②　発行済株式の総数 5,951,600株

③　株主数 2,457名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社
細 江 ホ ー ル デ ィ ン グ ス

1,600,000株 26.91％

細 江 美 則 520,720株 8.76％

細 江 正 大 480,000株 8.07％

紀 陽 興 産 株 式 会 社 290,000株 4.88％

太 洋 工 業 従 業 員 持 株 会 194,124株 3.27％

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 190,000株 3.20％

小 川 由 晃 151,200株 2.54％

堀 井 勝 人 67,500株 1.14％

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 63,600株 1.07％

堀 井 健 司 50,300株 0.85％

２．会社の現況

(1）株式の状況（2023年12月20日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（6,227株）を控除して計算しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状

況

該当事項はありません。

⑥　その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

(2）新株予約権等の状況

該当事項はありません。

－ 12 －
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株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況、会計監査人の状況

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 細 江 美 則 TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.取締役

取 締 役 清 原 　 旭
執行役員製造本部長
株式会社ミラック取締役

取 締 役 田 中 清 孝
執行役員営業本部長兼営業部長
TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.代表取締役

取 締 役 水 谷 　 浩
執行役員管理本部長
株式会社ミラック監査役

取 締 役 上 西 令 子

常 勤 監 査 役 﨑 前 和 夫

監 査 役 和 中 修 二

和中会計事務所所長
株式会社リヒトラブ社外監査役
日本エレクトロニツクシステムズ株式会社
社外監査役
デュプロ精工株式会社社外監査役

監 査 役 中 川 利 彦
パークアベニュー法律事務所所長
竹島鉃工建設株式会社社外取締役

(3）会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2023年12月20日現在）

（注）１．取締役上西令子氏は、会社法に定める社外取締役であります。なお、当社は

取締役上西令子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。

２．監査役全員は、会社法に定める社外監査役であります。なお、当社は監査役

全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。

３．監査役和中修二氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会

計に関する相当程度の知見を有するものであります。

４．当事業年度中の取締役の担当及び重要な兼職の異動は、次のとおりでありま

す。

・　取締役水谷浩氏は、2022年12月21日付で執行役員管理本部長兼経理部長か

ら執行役員管理本部長となりました。

５．当事業年度末日後の取締役の担当及び重要な兼職の異動は、次のとおりであ

ります。

(1）取締役清原旭氏は、2023年12月21日付で執行役員製造本部長から執行役員

監査室管掌となりました。

(2）取締役田中清孝氏は、2023年12月21日付で執行役員営業本部長兼営業部長

から執行役員製造本部長となりました。

－ 13 －
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株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況、会計監査人の状況

②　取締役及び監査役の報酬等

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年２月９日開催の取締役会において、取締役の個人別の

報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につい

て、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方

針と整合していることや、社外取締役の意見が尊重されていることを確

認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりで

あります。

ａ．基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセン

ティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系と

し、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な

水準とすることを基本方針とする。具体的には、株主総会決議の報

酬総額の限度額の範囲内において、固定報酬としての基本報酬及び

職務手当並びに株式報酬を支払うこととする。また、監督機能を担

う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払う

こととする。

ｂ．基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

当社の取締役の報酬額は、月例の固定報酬とし役位別の報酬レン

ジを設けた基本報酬及び役位別の職務手当と、役位別の基本報酬を

もとに中期的な企業価値増大に向けて職責を負うこと及び前事業年

度の業績・経営環境等を勘案した上で加減される部分により構成さ

れており、個人ごとの報酬額については、「役員報酬規程」に基づ

き、社長が総務担当役員等と役位別の評価を協議した上で報酬案を

立案し、取締役会に上程し決定することとする。

－ 14 －
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株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況、会計監査人の状況

区 分
報 酬 等 の
総 額
（ 千 円 ）

報酬等の種類別の総額（千円） 対 象 と な る
役 員 の 員 数
（ 名 ）基 本 報 酬

業 績 連 動
報 酬 等

非 金 銭
報 酬 等

取 締 役
（うち社外取締役）

49,512

（2,400）

41,585

（2,400）

－

（－）

7,926

（－）

５

（１）

監 査 役
（うち社外監査役）

10,996

（10,996）

10,996

（10,996）

－

（－）

－

（－）

３

（３）

合 計
（うち社外役員）

60,508

（13,396）

52,581

（13,396）

－

（－）

7,926

（－）

８

（４）

ｃ．非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針

業績連動報酬制度は導入しないものとする。

非金銭報酬等は、当社の取締役（社外取締役を除く。）が、株価

変動のメリットとリスクを株主と共有し、株価上昇及び企業価値向

上への貢献意欲を従来以上に高めるために譲渡制限付株式とし、

「譲渡制限付株式割当てのための金銭報酬債権給付規程」に基づ

き、基本報酬及び役位別倍率により算出された額を基準に、原則、

事前交付型として取締役選任時に譲渡制限付株式を割り当てるもの

とする。

ｄ．金銭報酬の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の

額に対する割合の決定に関する方針

取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模

や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準

を踏まえ、上記ｂ．及び上記ｃ．の方針に基づき、決定することと

する。なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は、基本報酬９に対し

非金銭報酬等１とする。

ｅ．その他個人別報酬等の内容の決定に関する重要な事項

非金銭報酬等として譲渡制限付株式の割り当てを受けた取締役

が、譲渡制限期間中に、法令違反行為を行った場合や、譲渡制限付

株式割当契約で定める一定の事由に該当した場合には、当社は、譲

渡制限付株式の全部又は一部を、当然に無償で取得する。

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

－ 15 －
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株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況、会計監査人の状況

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与（賞与含む。）

9,002千円は含まれておりません。

２．非金銭報酬等の内容は、譲渡制限付株式報酬であり、割当ての際の条件等

は、「２．会社の現況　(3）会社役員の状況　②　取締役及び監査役の報酬等　

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等」に記載のとおりであります。ま

た、非金銭報酬等の金額は、当事業年度の費用計上額を記載しております。な

お、当事業年度において譲渡制限付株式報酬は支給しておりません。

３．取締役の報酬限度額は、2004年３月18日開催の第43期定時株主総会において

年額200百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まな

い。）とご決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数

は、４名（うち、社外取締役は０名）であります。また別枠で、取締役（社外

取締役を除く。）について2018年３月16日開催の第57期定時株主総会におい

て、譲渡制限付株式の付与のための報酬額として年額40百万円以内（ただし、

100,000株を上限とする。）とご決議いただいております。当該株主総会終結

時点の取締役（社外取締役を除く。）の員数は、３名（うち、支給対象者は３

名）であります。

４．監査役の報酬限度額は、2007年３月15日開催の第46期定時株主総会において

年額30百万円以内とご決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査

役の員数は、３名（うち、社外監査役は３名）であります。

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・　監査役和中修二氏は、和中会計事務所の所長並びに株式会社リヒト

ラブ、日本エレクトロニツクシステムズ株式会社及びデュプロ精工株

式会社の社外監査役であります。当社と当該兼職先との間には、特別

の関係はありません。

・　監査役中川利彦氏は、パークアベニュー法律事務所の所長及び竹島

鉃工建設株式会社の社外取締役であります。当社と当該兼職先との間

には、特別の関係はありません。

－ 16 －



2024/02/14 16:18:40 / 23063292_太洋テクノレックス株式会社_招集通知_電子提供措置用

株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況、会計監査人の状況

区　分 氏　名
出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 上 西 令 子

当事業年度に開催された取締役会19回の全てに出席いたしました。
長年にわたる地方行政に携わった幅広い知識や豊富な経験を有して
おり、男女共同参画や人権啓発といった観点からも、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための積極的な意見・提言等を
適宜行っております。また、コンプライアンス委員会の委員を務
め、客観的・中立的立場で当社のコンプライアンス向上における監
督機能を担っております。

監査役 﨑 前 和 夫

当事業年度に開催された取締役会19回及び監査役会12回の全てに出
席いたしました。
長年にわたる金融機関での実務経験や豊富な知見を有しており、幅
広い見識に基づいた様々な観点から、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための積極的な意見・提言等を適宜行ってお
ります。また、監査役会において、適宜、必要な発言を行っている
ほか、コンプライアンス委員会の委員を務め、当社のコンプライア
ンス体制の強化に必要な発言を行っております。

監査役 和 中 修 二

当事業年度に開催された取締役会19回のうち18回及び監査役会12回
のうち11回に出席いたしました。
公認会計士・税理士としての豊富な経験と専門的な知識に基づき、
取締役会及び監査役会において、特に、財務・会計の観点からの積
極的な意見・提言等を適宜行っております。

監査役 中 川 利 彦

当事業年度に開催された取締役会19回及び監査役会12回の全てに出
席いたしました。
弁護士としての豊富な経験と専門的な知識に基づき、取締役会及び
監査役会において、特に、法律や法令遵守の観点からの積極的な意
見・提言等を適宜行っております。また、コンプライアンス委員会
の委員を務め、当社のコンプライアンス体制の強化に必要な発言を
行っております。

ロ．当事業年度における主な活動状況

ハ．責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

－ 17 －
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④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

を保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は

当社の取締役及び監査役並びに当社子会社の取締役及び監査役であり、全

体の保険料のうち約８％（株主代表訴訟に関する保険料部分）を当社の取

締役及び監査役が負担し、残額を当社にて負担しております。当該保険契

約により、被保険者がその地位に基づいて行った行為に起因して損害賠償

請求された場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用が填補されることとな

ります。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにす

るため、被保険者による犯罪行為等に起因する損害等については、填補の

対象外としております。

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る報酬等の額 23,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

23,000千円

(4）会計監査人の状況

①　名称

太陽有限責任監査法人

②　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商

品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも

区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載

しております。

２．監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、

報告を受けた上で、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及

び報酬見積りの算定根拠について確認し、審議した結果、これらについて適切

であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について同意しております。

３．当社の連結子会社のうち、TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.及び太友

（上海）貿易有限公司は、当社の会計監査人以外の会計事務所の監査を受けて

おります。

③　非監査業務の内容

該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況、会計監査人の状況

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。また、会計監査人が会社法第340

条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の

同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定

した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を

解任した旨及びその理由を報告いたします。

なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その

必要があると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の

会議の目的とすることを監査役会に請求し、監査役会はその適否を判断し

た上で、株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。

⑤　会計監査人が現に受けている業務停止処分

金融庁が2023年12月26日付で発表した処分の内容

イ．処分対象

太陽有限責任監査法人

ロ．処分内容

・　契約の新規の締結に関する業務の停止（2024年１月１日から2024

年３月31日まで）

・　業務改善命令（業務管理体制の改善）

・　処分理由に該当することとなったことに重大な責任を有する社員

が監査法人の業務の一部（監査業務に係る審査）に関与することの

禁止（2024年１月１日から2024年３月31日まで）

・　課徴金納付命令に係る審判手続開始の決定（約96百万円）

ハ．処分理由

・　他社の訂正報告書等の監査において相当の注意を怠り、重大な虚

偽のある財務書類を重大な虚偽のないものとして証明したため。

⑥　責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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連結貸借対照表

（2023年12月20日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

2,534,859

1,279,784

75,997

556,235

50,000

73,880

341,045

122,114

36,184

△382

2,043,057

1,402,975

293,197

173,161

906,424

30,191

78,512

78,512

561,570

343,739

123,216

42,406

56,220

△4,012
　

流 動 負 債 851,721

買 掛 金 117,063

短 期 借 入 金 339,166

未 払 法 人 税 等 16,108

契 約 負 債 104,894

製 品 保 証 引 当 金 720

そ の 他 273,768

固 定 負 債 1,186,957

長 期 借 入 金 414,747

長 期 未 払 金 77,895

役員退職慰労引当金 164,370

退職給付に係る負債 520,696

資 産 除 去 債 務 9,247

負 債 合 計 2,038,679

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,410,559

資 本 金 815,198

資 本 剰 余 金 938,498

利 益 剰 余 金 656,978

自 己 株 式 △116

その他の包括利益累計額 98,019

その他有価証券評価差額金 49,817

為替換算調整勘定 48,202

非 支 配 株 主 持 分 30,659

純 資 産 合 計 2,539,238

資 産 合 計 4,577,917 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,577,917

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（2022年12月21日から
2023年12月20日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,411,465

売 上 原 価 2,467,156

売 上 総 利 益 944,309

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,086,182

営 業 損 失 141,873

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 8,227

作 業 く ず 売 却 益 22,687

そ の 他 19,043 49,958

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9,595

債 権 売 却 損 3,595

そ の 他 2,970 16,161

経 常 損 失 108,076

特 別 利 益

補 助 金 収 入 98,723 98,723

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 130

減 損 損 失 14,479

固 定 資 産 圧 縮 損 98,723

投 資 有 価 証 券 評 価 損 75 113,409

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 122,762

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,295

法 人 税 等 調 整 額 △5,442 3,852

当 期 純 損 失 126,615

非支配株主に帰属する当期純損失 78

親会社株主に帰属する当期純損失 126,536

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

（2023年12月20日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 2,267,387 流 動 負 債 911,615

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

ソフトウエア仮勘定

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関係会社長期貸付金

保 険 積 立 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

1,132,286

75,997

531,557

50,000

41,912

253,389

108,247

42,523

12,119

19,769

△415

2,231,624

1,322,415

280,060

9,777

169,269

0

28,803

834,504

78,395

49,729

1,365

27,300

830,813

343,739

53,616

290

230,000

123,216

4,012

2,250

38,997

38,703

△4,012
　

買 掛 金 179,470

短 期 借 入 金 70,000

関係会社短期借入金 30,000

１年内返済予定の長期借入金 269,166

未 払 金 98,272

未 払 費 用 108,729

未 払 法 人 税 等 12,944

契 約 負 債 103,856

預 り 金 38,230

製 品 保 証 引 当 金 720

そ の 他 226

固 定 負 債 1,164,153

長 期 借 入 金 414,747

長 期 未 払 金 77,895

退 職 給 付 引 当 金 497,892

役員退職慰労引当金 164,370

資 産 除 去 債 務 9,247

負 債 合 計 2,075,769

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,373,425

資 本 金 815,198

資 本 剰 余 金 938,498

資 本 準 備 金 938,498

利 益 剰 余 金 619,845

利 益 準 備 金 10,412

その他利益剰余金 609,432

繰越利益剰余金 609,432

自 己 株 式 △116

評価・換算差額等 49,817

その他有価証券評価差額金 49,817

純 資 産 合 計 2,423,242

資 産 合 計 4,499,011 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,499,011

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（2022年12月21日から
2023年12月20日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,960,337

売 上 原 価 2,175,555

売 上 総 利 益 784,781

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 953,911

営 業 損 失 169,129

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 17,148

作 業 く ず 売 却 益 22,408

そ の 他 29,075 68,631

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9,869

債 権 売 却 損 3,595

そ の 他 2,970 16,435

経 常 損 失 116,933

特 別 利 益

補 助 金 収 入 98,723 98,723

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 130

減 損 損 失 14,479

固 定 資 産 圧 縮 損 98,723

投 資 有 価 証 券 評 価 損 75 113,409

税 引 前 当 期 純 損 失 131,619

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,244

法 人 税 等 調 整 額 △4,079 164

当 期 純 損 失 131,783

損　益　計　算　書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 23 －



2024/02/14 16:18:40 / 23063292_太洋テクノレックス株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結計算書類に係る会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 児 玉 秀 康

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 柴 田 直 子

独立監査人の監査報告書

2024年２月７日

太洋テクノレックス株式会社

取　締　役　会　御中

太陽有限責任監査法人
大 阪 事 務 所

　監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、太洋テクノレックス株式会社

（旧社名　太洋工業株式会社）の2022年12月21日から2023年12月20日までの連結会計年度
の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、太洋テクノレックス株式会社及び連結子会社からなる企業集団
の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査
人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従
って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責
任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の

記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記
載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお

らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の

過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識
との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断し

た場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を

作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務

の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正

又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書
において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用
者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過

程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽
表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査
人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算
書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の
注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明すること
が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性
がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計
算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関
する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。

－ 25 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の
実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基
準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に

関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる
事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。
以   上
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計算書類に係る会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 児 玉 秀 康

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 柴 田 直 子

独立監査人の監査報告書

2024年２月７日

太洋テクノレックス株式会社

取　締　役　会　御中

太陽有限責任監査法人
大 阪 事 務 所

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、太洋テクノレックス株式

会社（旧社名　太洋工業株式会社）の2022年12月21日から2023年12月20日までの第63期事
業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人
の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従っ
て、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の

記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記
載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過

程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他
の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断し

た場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告

－ 27 －
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を
開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務

の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書に
おいて独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正
又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意
思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過

程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽
表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査
人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような
事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項
が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類
等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

－ 28 －
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計算書類に係る会計監査報告

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の
実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基
準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に

関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる
事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以   上

－ 29 －
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年12月21日から2023年12月20日までの第63期事業年度における取締

役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報

告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分

担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集

及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本

社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会

社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必

要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正

を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定

める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている

体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の

状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま

した。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及

び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ

ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監

査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を

受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び

に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告

－ 30 －
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監査役会の監査報告

２．監査の結果

(1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい

ても、指摘すべき事項は認められません。

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3）連結計算書類の監査結果

会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年２月13日

常勤監査役（社外監査役） 﨑 前 和 夫 ㊞

監 査 役（社外監査役） 和 中 修 二 ㊞

監 査 役（社外監査役） 中 川 利 彦 ㊞

太洋テクノレックス株式会社　　監査役会

　

－ 31 －
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剰余金処分の件

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営施策のひとつとして位置づ

けていることから、安定的配当の継続を基本に、内部留保の充実や配当性向

等を勘案しつつ、収益状況に応じた利益還元を行うことを基本方針としてお

ります。当社グループの当連結会計年度の業績は事業報告に記載のとおり売

上高は減収、親会社株主に帰属する当期純損失となり、依然として当社グル

ープを取り巻く市場環境は厳しい状況にあります。このような時期におきま

しても株主の皆様の日頃のご支援とご期待にお応えし、積極的に利益還元を

行うべく、当事業年度の期末配当につきましては、以下のとおりといたした

いと存じます。

(1）配当財産の種類

金銭といたします。

(2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき３円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は17,836,119円となります。

(3）剰余金の配当が効力を生じる日

2024年３月18日といたしたいと存じます。

－ 32 －



2024/02/14 16:18:40 / 23063292_太洋テクノレックス株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役５名選任の件

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 の 数

１

ほ そ え よしのり

細 江 美 則
(1948年６月６日生)

【再任】

1980年９月　当社入社

当社取締役

1984年３月　当社常務取締役

1987年５月　当社代表取締役専務取締役

2001年２月　当社代表取締役社長（現任）

520,720株

(重要な兼職の状況)

TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.取締役

(取締役会出席状況）

19回／19回（出席率100.0％）

【取締役候補者とした理由】

細江美則氏は、当社及び当社グループ会社の取締役として長年にわたりグループ全

体の経営の指揮を執り、企業価値の向上に貢献しております。エレクトロニクス業

界における長い経験と企業経営者としての豊富な経験を有しており、実績、能力と

もに優れ、今後においてもさらなる貢献が見込まれるものと判断し選任をお願いす

るものであり、引き続き取締役候補者といたしました。

第２号議案　取締役５名選任の件

本定時株主総会終結の時をもって取締役５名全員の任期が満了となります。

つきましては、取締役５名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。
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取締役５名選任の件

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 の 数

２

た な か きよたか

田 中 清 孝
(1959年８月７日生)

【再任】

2010年４月　当社入社

2016年12月　当社執行役員電子部品部長

2018年12月　当社執行役員電子部品部管掌

2020年12月　当社執行役員営業本部長

2021年３月　当社取締役執行役員営業本部長

2022年１月　当社取締役執行役員営業本部長兼

営業部長

2023年12月　当社取締役執行役員製造本部長

（現任） 8,800株

(重要な兼職の状況)

TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.

代表取締役

(取締役会出席状況）

19回／19回（出席率100.0％）

【取締役候補者とした理由】

田中清孝氏は、当社グループ事業の営業責任者を務め、その役割・責務を果たして

まいりました。エレクトロニクス業界全般にわたる豊富な実務経験と幅広い知識を

有し、製造部門においても活躍が期待できることから、当社グループの企業価値向

上のために適切な人物と判断し選任をお願いするものであり、引き続き取締役候補

者といたしました。

－ 34 －



2024/02/14 16:18:40 / 23063292_太洋テクノレックス株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役５名選任の件

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 の 数

３

みずたに ひ ろ し

水 谷 浩
(1961年12月24日生)

【再任】

2010年２月　当社入社

2010年３月　当社経理部長

2017年３月　当社執行役員経理部長

2020年12月　当社執行役員管理本部長兼経理部

長

2021年３月　当社取締役執行役員管理本部長兼

経理部長

2022年12月　当社取締役執行役員管理本部長

（現任）
9,400株

(重要な兼職の状況)

株式会社ミラック監査役

(取締役会出席状況）

19回／19回（出席率100.0％）

【取締役候補者とした理由】

水谷浩氏は、経理・財務の責任者を務め、その役割・責務を果たしております。ま

た、当社における豊富な業務経験と財務・経理全般に関する幅広い知識を有してお

り、当社グループの企業価値向上のために適切な人物と判断し選任をお願いするも

のであり、引き続き取締役候補者といたしました。

４

ほ そ え まさひろ

細 江 正 大
(1979年５月28日生)

【新任】

2022年４月　当社入社

当社営業本部営業部次長

2023年12月　当社執行役員営業本部長兼産業機

器部長（現任） 480,000株

(重要な兼職の状況)

太友（上海）貿易有限公司執行董事

【取締役候補者とした理由】

細江正大氏は、これまでの半導体商社での豊富な職務経験と実績に加え、海外にお

ける営業経験を兼ね備えており、事業部門に関する高い見識が当社グループの業務

執行の推進及び経営に活かされております。その上で、当社グループの企業価値向

上のために適切な人物と判断し選任をお願いするものであり、新たに取締役候補者

といたしました。
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取締役５名選任の件

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 の 数

５

うえにし れ い こ

上 西 令 子
(1954年２月25日生)

【再任】
【社外取締役】

1972年６月　和歌山県庁入庁

2008年４月　公立大学法人和歌山県立医科大学

事務局学生課長

2011年４月　和歌山県男女共同参画センター所

長

2014年４月　公益財団法人和歌山県人権啓発セ

ンター常務理事

2018年３月　当社社外取締役（現任）

2,800株

(取締役会出席状況）

19回／19回（出席率100.0％）

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】

上西令子氏は、長年にわたる地方行政に携わった幅広い知識や豊富な経験を有して

いることを踏まえ、社外取締役としての役割を果たすための知識と経験を兼ね備え

た適任者であると判断したものであります。また、男女共同参画や人権啓発といっ

た社会課題に対する観点からも十分な役割を果たしており、今後においてもさらな

る貢献が見込まれるものと判断し選任をお願いするものであり、引き続き社外取締

役候補者といたしました。なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で

会社の経営に直接関与した経験はありませんが、上記の理由から社外取締役として

の職務を適切に遂行できるものと判断しております。

（注）１．当社は、TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.の出資者に対し出資額の保証を

行っております。

２．その他の各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．上西令子氏は、社外取締役候補者であります。

４．上西令子氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、同氏の社外取締役とし

ての在任期間は、本総会終結の時をもって６年となります。

５．当社は、上西令子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続

き独立役員とする予定であります。

６．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責

任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告「２．会社

の現況　(3）会社役員の状況　④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等」に

記載のとおりであります。各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の

被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更

新を予定しております。
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取締役５名選任の件

氏名 属性
企業経営・

経営戦略

営業・

事業戦略

法務・

リスクマネ

ジメント

人事労務・

人材開発

財務・

会計

製造・

研究開発

ＥＳＧ・

サステナ

ビリティ

細江美則
代表取締役

社長
〇 〇 〇

田中清孝 取締役 〇 〇 〇 〇 〇

水谷　浩 取締役 〇 〇 〇 〇 〇

細江正大 取締役 〇 〇 〇

上西令子 社外取締役 〇 〇 〇

﨑前和夫
常勤監査役
社外監査役

〇 〇 〇

和中修二 社外監査役 〇 〇 〇

中川利彦 社外監査役 〇 〇 〇

【ご参考】

・　取締役・監査役に期待する専門性と経験（スキルマトリックス）

本総会において第２号議案が原案どおり承認可決された場合の取締役及

び監査役の構成並びに各人に特に期待するスキルマトリックスは以下のと

おりであります。なお、各自が有する全ての知見や経験を表すものではあ

りません。

以　上
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地図

株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産の
ご用意はございません。何卒ご理解ください
ますようお願い申しあげます。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：和歌山県和歌山市友田町五丁目18番地
ホテルグランヴィア和歌山　６階　ル・グラン
TEL 073－425－3333（代表）
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